
























































































































（１）スィーガー事件連邦最高裁判決（United States v. Seeger, ３８０ U.S. １６３
〔１９６５〕）
　１９４０年の徴兵法（the Selective Training and Service Act）は、１９４８年に改正される
が（the Universal Military Training and Service Act）、当該事件は、この１９４８年法に
係わるものであった。もっとも、強制的兵役（compulsory military service）の免除の
資格者について、１９４０年法は、「宗教的な訓育と信念（religious training and belief）
を理由として、あらゆる形態の戦争への参加を良心的に拒否する者」（section ５ （ g ））









































（２）ウェルシュ事件連邦最高裁判決（Welsh v. United States, ３９８ U.S. ３３３
〔１９７０〕）



























































































































































































































































































（１）ジェンキンス事件連邦第二巡回区控訴裁判所判決（Jenkins v. Commissioner 


















判決（United States v. Lee, ４５５ U.S. ２５２（１９８２））、修正第１条は国防省に配分され
る税金分の納税を拒否する権利を個人に与えていないと判示した１９９９年のブラウン事
件連邦第二巡回区控訴裁判所判決（Browne v. United States, １７６ F. ３d ２５（２d Cir., 
１９９９））、政府は宗教的信念に基づいて軍事費に反対する納税者に便宜をはかる必要
がないと判示した１９９９年のアダムズ事件連邦第三巡回区控訴審判決（Adams v. 
Comm’ r, １７０ F. ３d １７３（３d Cir., １９９９））、修正第１条は宗教的理由で連邦税を拒否
する権利を与えていないと判示した１９９３年のラムジィ事件連邦第八巡回区控訴審判
決（United States v. Ramsey, ９９２ F.２d ８３１（８ th Cir., １９９３））、納税者は戦争への良
心的反対に基づいて納税を拒否できないと判示した１９８５年のジェニィ事件第九巡回
区控訴審判決（Jenney v. United States, ７５５ F. ２d １３８４（９ th Cir., １９８５））、納税者は
戦争への良心的反対に基づいて納税を拒否できないと判示した１９７９年のラル事件第




























て、本案判断に入らなかった（Ofice of High Commissioner for Human Rights, 
U.N., Selected decisions of the Human Rights Commitee under the Optional 



























































































































































































































































は、１９４３年のバーネット事件連邦最高裁判決（West Virginia State Board of 















































い政府の目的」（a compeling governmental purpose）があると主張したが、１９７０年
の 連 邦 地 裁 判 決（Banks v. Board of Public Instruction of Dade County, ３１４ F. 










Johnson, ４９１ U.S. ３９７（１９８９））は、政府は、純粋なシンボルとしての国旗を維持
するために「努力」（eforts）することへの正当な利益をもっているが、このこと
は、政治的抗議の手段として国旗を焼却することを処罰してもよいということを意
味しないと判示していた。
　要するに、アメリカの判例が、議会及び政府は、国旗・国歌に対して、憲法上の
２７
「極めて強い利益」を有していないとしていることは明らかであり、かつ国旗・国
歌関係の議会及び政府の利益は「説得」ないし「努力」で達成されるべき利益であ
るにすぎないので、国民の連邦憲法上の権利を保護するために、国旗・国歌関係の
一定の行為の義務化ないし強制は禁止されるということになる。
（人文社会科学研究科教授）
２８
筑波法政第５１号（２０１１）
